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土木局道路建設課 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく区域指定に伴う 

金沢市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則の改正（案）について 

 

Ⅰ 背景 

令和３年に静岡県熱海市で発生した盛土崩落による土石流災害を受け、「危険な盛土

等を全国一律の基準で包括的に規制」することを目的として、「宅地造成等規制法」が「宅

地造成及び特定盛土等規制法」に改正されたことを受けて、本細則において必要な改正

を行うものです。 

 

Ⅱ 主な改正の概要 

 １ 現行規定の削除 

法改正等に伴い、現行規定のうち宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和37

年建設省令第３号。以下、「省令」といいます。）により整備された規定及び運用上不

要となる規定を削除します。 

削除する規定（条数は現行のもの） 

 ・第２条第１項（添付書類／宅地造成等をしようとする土地の所有者を証明する

書類） 

 ・第３条（現場管理者の届出） 

 ・第４条（緊急措置） 

 ・第５条第２項（軽微な変更の届出等／名義等変更届） 

 ・第７条第２項（協議の申出／協議成立通知書） 

 

 ２ 様式及び書類の整備 

  ⑴ 工事の許可を受け、又は届出をしようとする場合に添付する書類 

宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、許可を受け、又  

は届出をしようとする場合に添付が必要な書類として、省令で定める書類のほか、

市長が当該工事の安全性を確かめるために特に必要があると認める次の書類を規定

します。 

    添付書類 

①工事主の主たる取引金融機関が発行する預金残高又は融資が行われたことを証

する書類 



②最近３年度の所得税の納税証明書（工事主が法人の場合にあっては、最近３事業

年度の法人税及び法人事業税の納税証明書並びに事業経歴書） 

③工事主が宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第２条第２号の宅地建物取引

業を営むものである場合にあっては、同法第３条第１項の免許を受けていること

を証する書類 

④盛土、切土若しくは土石の堆積をする土地の面積が一万平方メートルを超える工

事又は擁壁等（排水施設を除く。）を設置する工事にあっては、工事施行者の登記

事項証明書及び事業経歴書並びに工事施行者が建設業法（昭和24年法律第100号）

第３条第１項の許可を受けていることを証する書類 

⑤その他市長が必要と認める書類 

⑵ 工事の着手の届出 

    工事主が、許可を受けた工事に着手したときに、その旨を市長に届け出る様式を

規定します。 

⑶ 協議の申し出 

    国又は地方公共団体が、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事を実

施する場合における協議の申し出に際して、提出する申出書の様式及び添付書類を

規定します。 

    添付書類 

    ①宅地造成又は特定盛土等に関する工事 

     省令第７条第１項第１号から第６号まで及び第10号に掲げる書類並びに(1)④

及び⑤の書類 

   ②土石の堆積に関する工事 

省令第７条第２項第１号から第４号まで及び第８号に掲げる書類並びに(1)④

及び⑤の書類 

⑷ 変更協議の申し出 

国又は地方公共団体が、(3)で協議した宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関

する工事の計画を変更しようとする場合における協議の申し出に際して、提出する

申出書の様式及び添付書類を規定します。 

添付書類 

①宅地造成又は特定盛土等に関する工事 

(3)①の書類のうち当該工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるもの 

    ②土石の堆積に関する工事  

(3)②の書類のうち当該工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるもの 



⑸ 工事の定期報告の様式 

    宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、許可を受けた者が

省令で定める期間ごとに報告する際の報告書の様式を規定します。 

⑹ 届出工事の変更届出 

工事主が、届出をした工事について変更しようとするときに、その旨を市長に届

け出る様式を規定します。 

⑺ 届出工事の完了届出 

工事主が、届出をした工事が完了したときに、その旨を市長に届け出る様式を規

定します。 

 

Ⅲ 今後の予定 

 ・公布 令和７年３月上旬 

 ・施行 令和７年４月１日 

 


